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玉　置　敦　彦

　本書は、国際政治学及びアメリカ政治の専門家13名による、バイデン（Joseph 

Biden）米政権の外交政策に関する時評集である。「あとがき」によれば、本文

は2022年2月末にはじまるロシアのウクライナ侵攻以前に執筆されている（239

頁）。バイデン政権の成立は2021年1月であるので、概ねバイデン政権初年の動

向を評価した論考が収められたものといえよう。

　本書には、第一部「バイデン政権の世界観」に7本、第二部「バイデン外交

の実像と世界の対応」に6本の論考が収録され、またそれぞれの冒頭にゲスト

を迎えた鼎談の記録が掲載されている。論者13名、鼎談参加者を含めれば17名

からなる論集であり、その内容は多様である。また「はじめに」によれば、「と

くに事前に研究プロジェクトが存在していたわけではない」、「特別に寄稿」さ

れた論考からなる評論集であり（14頁）、共通の問いと答えの提示を目的とし

た研究書ではない。本書は、第一級の専門家からなる執筆陣が、国際情勢の急

変のなかで試行錯誤した軌跡を跡付けたものというべきだろう。

　以上のような本書の性格からして、その全体像を示すことは難しい。そこで

本稿では、おそらく全ての論考に暗黙裡に想定されていると思われる漠然とし

た問い、すなわちバイデン政権の外交方針とは何か、それはトランプ（Donald 

Trump）前政権と何がどこまで異なるのか、という点に注目して本書の内容を

再構成する。以下、本書に収録された議論の概要を紹介しつつ、適宜評者の判

断を加えながら、そこから垣間見えるバイデン政権の姿を捉えることを試みた

い。

　本書でまず目を引くのは、多くの論者がバイデン政権とトランプ政権の連続

性に注目していることであろう。すなわち、①強硬な対中政策と、②トランプ

政権における「アメリカ・ファースト」とバイデン政権の掲げた「中間層外交」

　佐橋　亮・鈴木　一人　著

『バイデンのアメリカ ――その世界観と外交』

（東京大学出版会、2022年4月）242頁
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の類似性、つまりアメリカの国益追求の重視である。例えば、渡辺将人はトラ

ンプの登場と民主党左派の台頭という内政状況がバイデンの選択肢を狭めてい

ると指摘し、「トランプ・バイデン時代」における「外交の世論迎合化」に警

鐘を鳴らしている（64頁）。

　前政権との連続性についての指摘は正当であり、またバイデン政権に過度な

期待をかけることを戒めるという点で重要でもある。とはいえ外交に焦点を絞

れば、米中対立の起源は、第一部鼎談でも言及されているようにトランプ政権

ではなくオバマ（Barack Obama）政権末期にある（19-21頁）。さらに福田毅が

指摘するように、米軍の兵力計画構想に注目すれば、中国の軍事的脅威に対処

する必要があるとの理解は2000年代半ばのジョージ・W・ブッシュ（George W. 

Bush）政権期には米政府内部で共有されており、オバマ政権期に本格的な対

応がはじまり、トランプ政権はこれをさらにラディカルに推し進めたというこ

とになるだろう。

　またトランプの「アメリカ・ファースト」をアメリカの国益追求と等値する

ことには、慎重でなければならない。冷戦期からアメリカは一貫してその国益

の確保を重視しており、ジョージ・W・ブッシュ政権に代表されるように、同

盟国の意向や利害を無視して単独行動に走ることも少なくなかったからであ

る。トランプ政権に何らかの特異性があったとすれば、「自由で開かれたイン

ド太平洋」を謳った戦略文書にもかかわらず、政権のトップたる大統領が、同

盟の活用と制度形成による長期的な国益実現という視点を持たず、ましてや非

伝統的安全保障やリスク管理のような国境を越えるグローバルな課題への取り

組みには全く関心がなく、またこれが無視できない水準で実際の政策に反映さ

れたことにあるのではないか。これが二国間交渉による短期的利益獲得の追求、

いわゆる「ディール」外交の本質であろう。

　この理解をふまえれば、バイデンはやはりトランプとは大きく異なるように

評者には思われる。まず、バイデン政権がグローバルな課題に取り組もうとし

ていることは明らかである。この点について、岡山裕は民主党系の社会運動の

歴史的展開を丹念に追い、バイデン政権の外交政策は、とりわけ人権と環境と

いう二つの領域においてこうした社会運動の影響を受けやすい状況にあると指

摘する。このなかでも環境問題に焦点を当てた西谷真規子は、気候変動に関す

る国際的な取り組みにおいては、米中間の先端技術をめぐる競争の激化もあっ

て国家間交渉が行き詰まる反面で非国家主体の重要性が増しており、米国内の

運動とバイデン政権の連携の成否がその環境外交の行方を左右するとの見通し
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を示している。

　またバイデン政権が、同盟国との連携を通じて国際環境を自国に有利に改善

することを試みるという、冷戦期以来のアメリカ外交の伝統に回帰したことも

明白である。アメリカが主導する既存の国際秩序にはリベラルな理念に基づく

側面があること、そしてこれが中国の挑戦によって揺らいでいることをふまえ

れば、佐橋亮がいうように、これを「リベラルな国際秩序」（自由主義的な国

際秩序）の「防衛」の追求と表現することができるだろう（182頁）。

　だが、アメリカの同盟・友好国とバイデン政権の目指すものが一致している

とは限らない。例えば日本は、アメリカとの協調に最も積極的な同盟国の一つ

である。だが佐橋が批判的に検討するように、日本は中国と対峙するとともに

対中関係の安定化も模索しており、国内体制や人権問題については慎重な態度

を維持してきた。これは韓国も同様である。辛星昊が論じるように、バイデン

政権発足以後、韓国はアメリカとの関係強化に積極的な姿勢を示している。し

かし同時に、辛によれば、中国への対決姿勢をとることには慎重であるべきと

の判断は、韓国内部の保守・革新両陣営に共有されている。

　北東アジア以外の地域に目を向けてみれば、神保謙が指摘するように、東南

アジア諸国に対してもバイデン政権は様々な働きかけを行い、安全保障関係の

拡充を図っている。だが神保によれば、後述のようにバイデン政権が民主主義

や人権といった理念を掲げたことは東南アジア諸国との摩擦を惹起し、米中対

立の激化は東南アジア諸国連合（ASEAN）の自律的外交の余地を狭め、東南

アジア諸国には戸惑いが生じている。第二部鼎談では東南アジアの島嶼部と大

陸部の利害が乖離する可能性も指摘されており、アメリカが両者を包摂した

体系的な東南アジア政策を展開できているとは言い難い（145頁）。また鶴岡

路人は、バイデン政権の対中政策重視の姿勢が北大西洋条約機構（NATO）諸

国に与える影響を検討している。多岐にわたる指摘のなかでも注目すべきは、

NATO諸国のインド太平洋地域への関与の拡大とは裏腹に、アメリカが対中政

策においてNATO諸国に何を期待しているのか不明確であるという点だろう。

ロシア・ウクライナ戦争の影響を加味した続編が俟たれる。このようにバイデ

ン政権は同盟諸国との連携を重視してはいるものの、そこには少なからぬ齟齬

があり、またバイデン政権が同盟国に何を求めているのか、必ずしも明らかで

はない。

　バイデン政権の外交目標について検討するとき、まず確認すべきは、バイデ

ン政権が2021年末に民主主義サミットを開催し、また民主主義と権威主義の対
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立という構図に様々な機会を捉えて言及してきたという事実だろう。しかしな

がら、第一部鼎談でも指摘されているように、バイデン政権が他国の民主化支

援を重視しているかどうかについては疑う余地がある（28頁）。この点を精査

したのが市原麻衣子の論考である。市原によれば、アメリカの国力が相対的に

低下するなかでの民主化推進というバイデン政権の方針には原理的な限界があ

る。また市原は、バイデン政権が対中戦略において民主主義規範を強調し、さ

らにアフガニスタンから一方的に撤退したことは、その民主化への意欲と能力

への疑念を招きかねないと指摘する。

　以上の議論をまとめれば、バイデン政権は環境問題や人権問題に関心を持ち、

同盟国との連携を追求しながらも、そのレトリックとは裏腹に、民主主義体制

の拡大や、ましてや後述のように自由貿易の進展自体を重視しているわけでは

ないということになるだろう。ではリベラルな国際秩序の防衛を掲げることで、

具体的にバイデン外交は何を目指しているのか。バイデン政権が国際環境の改

善を通じて実現を目指す国益とは何か。

　前田祐司はバイデン政権の「大戦略」（grand strategy）の焦点は何よりも中

国にあり、またその目的は既存のアメリカの優位の保持にあると指摘する。前

田によれば、バイデン政権にとってリベラルな価値や国際制度の拡大は、中国

への対抗という国家安全保障の確保を実現するための手段であり、あるいはそ

れに劣後する「副次的国益」と位置付けられている（159頁）。これを批判的に

検討したのが三牧聖子の論考である。三牧はバイデン政権が伝統的な覇権追求

に回帰しているのではないかと指摘しつつ、クインジー研究所の活動に注目す

ることで、アメリカ社会に対外的な軍事的関与に消極的な知的潮流が脈打って

いること、またこれが軍事力に依存しない国際主義の萌芽となる可能性を展望

する。

　この指摘が示唆するのは、バイデン外交が国際秩序のビジョンを欠いた現状

維持の模索に尽きている、という可能性である。この点を的確に捉えた中山俊

宏によれば、バイデンにはアメリカがどのように世界と関わり、これを変化さ

せようとするのかに関する指針、つまり「世界観」がなく、その外交政策は眼

前の問題群への対応の集積である。バイデンはトランプのようにこれまでのア

メリカ外交の伝統を覆そうとする「反・世界観」的存在でなく、同時にリベラ

ルな理念と民主化の推進を図ろうとする過去20年にわたるアメリカ外交を否定

し、しかしこれに代わる新たな世界観を打ち出しているわけではないというの

である（44-49頁）。
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　そうだとするならば、バイデン政権の外交戦略は保守的であると評価するほ

かない。では、この展望なき現状維持の試みは成功するのか。冷戦期を振り返っ

てみれば、アメリカの戦略目標は何よりもソ連への対抗であり、そのためにア

メリカは同盟国の国土とリソースの動員に腐心した。同時に、当時のアメリカ

は同盟諸国を繋ぎ止め、協力を確保するために、その繁栄と安定が実現できる

環境を提供することも忘れなかった。それ故に同盟・友好諸国はアメリカとの

連携に利益を見出し、アメリカは長期的国益の確保とその制度化に成功した。

ここに国際秩序のビジョンが持つ意味がある。

　これに対してバイデン政権は、冷戦期を彷彿とさせる体制間競争を喧伝し、

中国への対抗に同盟国の協力を求めるものの、同盟・友好諸国の繁栄と安定の

実現を重視しているわけではなく、そのための国際環境を整備する意思も見え

ない。これを象徴するのがバイデン政権の経済政策である。鈴木一人が的確に

指摘するように、バイデン政権は経済安全保障を強調し、技術的優位の維持に

対する同盟諸国の協力を強く求めているが、かつての経済秩序構想の要であっ

た環太平洋パートナーシップ（TPP）に復帰する意思はない。鈴木が論じるよ

うに、同盟国との連携を通じてバイデン政権が目指しているのは「ルールに基

づく国際経済秩序」の維持ではなく（77頁）、中国の技術開発の抑制と、アメ

リカ国内の産業基盤・技術力の再建及び雇用の拡大に過ぎない。

　2022年というロシア・ウクライナ戦争と台湾をめぐる緊張の一年を経て、バ

イデン政権の同盟国への期待と要求は高まるばかりである。他方でバイデン政

権はインド太平洋経済枠組み（IPEF）を提起したが、その経済秩序構想は未

だ具体性に乏しい。バイデン政権が維持しようとするものはアメリカ一国の優

位にとどまるのか、あるいは同盟・友好諸国を包含し、その安定と繫栄を導く

新たな国際秩序の構想を打ち出すことができるのか。本書が出版されてから9

か月が過ぎた2023年初頭の本稿執筆時点では、未だその展望は見えない。

（たまき　のぶひこ　　中央大学　准教授）


